既存建物制限緩和チェックリスト（小規模木造建築物）
	（建築物の名称）　　　　　　　　　　　　　　　の既存建築物等については、以下のとおり確認しました。

	

	建築士：（　　）建築士（　　）登録第　　　　　号　氏名                     eq \o\ac(○,印)


１．既存建築物の基準時等の確認（法第3条、第86条の7、令第137条）
	確認済証交付年月日　　　　　年　　月　　日　番号

	検査済証交付年月日　　　　　年　　月　　日　番号

	備考欄


２．増改築をする延べ面積の確認（令第137条の2）
	□　基準時の延べ面積の1/20かつ50㎡以下の場合　→　４へ

	□　基準時の延べ面積の1/20かつ50㎡超、または1/2以下の場合　→　３へ

	注：既存建築物の延べ面積の1/2を超える場合には、このチェックリストは使用できません。


３．基準時の延べ面積の1/2以内の範囲で増改築をする場合（令第137条の2第3号）
	Ⅰ　構造上一体の場合

	□Ａ
	耐力壁を釣り合いよく配置する等構造耐力上安全であることを確認※

	□Ｂ
	構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認

	□Ｃ
	既存部分の基礎を補強し、既存部分の基礎以外の部分は現行の仕様規定に適合していることを確認

	Ⅱ　構造上分離する場合

	
	既存部分
	増改築部分

	□Ａ
	耐力壁を釣り合いよく配置する等構造耐力上安全であることを確認
	現行の仕様規定に適合していることを確認

	□Ｂ
	耐震診断基準に適合していることを確認

（新耐震基準に適合していることを確認）
	現行の仕様規定に適合していることを確認

	□Ｃ
	構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認
	構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認

	□Ｄ
	耐震診断基準に適合していることを確認

（新耐震基準に適合していることを確認）
	構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認

	□Ｅ
	既存部分の基礎を補強し、既存部分の基礎以外の部分は現行の仕様規定に適合していることを確認
	現行の仕様規定に適合していることを確認


４．小規模な増改築をする場合（令第137条の2第4号）
	□Ⅲ
	既存部分に対して、構造耐力上の危険性が増大しないことを確認


構造耐力関係規定の緩和を受ける為の条件一覧表
	構造耐力関係規定の緩和を受ける為の条件
	ⅠＡ
	ⅠＢ
	ⅠＣ
	ⅡＡ
	ⅡＢ
	ⅡＣ
	ⅡＤ
	ⅡＥ
	Ⅲ

	・建築物全体が耐久性等関係規定に適合（令第36条第1項）
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	・建築物全体が耐力壁を釣り合いよく配置する等の基準に適合（令第42条、令第43条、令第46条）
	○
	
	
	
	
	
	
	
	

	・増改築部分が仕様規定に適合（令第3章（第8節を除く。））
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	
	○

	・建築物全体が屋根ふき材等の緊結（H17告第566号第1第2号、第3号）
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	
	

	・建築物全体が構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認（法第20条第2号イ後段及び第3号イ後段、令第82条第1号～第3号又は令第46条第4項（表2にかかる部分を除く。））
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	・既存部分の基礎が耐久性等関係規定に適合（令第36条第1項）し、その基礎の補強に関する基準に適合（H17告第566号第2）
	
	
	○
	
	
	
	
	○
	

	・増改築部分と、既存部分の基礎以外の部分が仕様規定に適合（令第3章（第8節を除く。））
	
	
	○
	
	
	
	
	○
	

	・既存部分と増改築部分のそれぞれが耐久性等関係規定に適合（令第36条第1項）
	
	
	
	○
	○
	○
	○
	
	

	・既存部分が耐力壁を釣り合いよく配置する等の基準に適合（令第42条、令第43条、令第46条）
	
	
	
	○
	
	
	
	
	

	・既存部分が耐震診断基準に適合していることを確認（新耐震基準に適合していることを確認）
	
	
	
	
	○
	
	○
	
	

	・既存部分が地震以外に対し、構造耐力上安全であることを確認（令第82条第1号～第3号又は令第46条第4項（表2にかかる部分を除く。））
	
	
	
	
	○
	
	○
	
	

	・既存部分と増改築部分のそれぞれが構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認（法第20条第2号イ後段及び第3号イ後段、令第82条第1号～第3号又は令第46条第4項（表2にかかる部分を除く。））
	
	
	
	
	
	○
	
	
	

	・増改築部分が構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認（法第20条第2号イ後段及び第3号イ後段、令第82条第1号～第3号又は令第46条第4項（表2にかかる部分を除く。））
	
	
	
	
	
	
	○
	
	

	・既存部分の構造耐力上の危険性が増大しないことを確認
	
	
	
	
	
	
	
	
	○


※令第42条、令第43条並びに令第46条の規定に適合していることをいいます。（枠組壁工法又は木質プレハブ工法の場合にあってはH13告第1540号1号から10号までの規定に適合することを確かめることによって、構造耐力上安全であることを確認したことになります。）












